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１ 令 和 ２ 年 度 宇 都 宮 市

（１）　収益的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

第1款 下 水 道 事 業 収 益
円 円 円

13,419,436,000 △ 232,751,000 0

第1項 営 業 収 益 11,052,040,000 △ 198,386,000 0

第2項 営 業 外 収 益 2,367,392,000 △ 36,381,000 0

第3項 特 別 利 益 4,000 2,016,000 0

支　　　出

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企業法
第24条第３項の
規 定 に よ る
支 出 額

第1款 下 水 道 事 業 費
円 円 円 円 円

12,929,819,000 △ 185,932,000 0 0 0

第1項 営 業 費 用 11,830,086,000 △ 220,703,000 0 0 0

第2項 営 業 外 費 用 1,075,867,000 34,771,000 0 0 0

第3項 特 別 損 失 3,866,000 0 0 0 0

第4項 予 備 費 20,000,000 0 0 0 0
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下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　　　　　　　　考
合　　　計

円 円 円
13,186,685,000 12,805,928,183 △ 380,756,817

10,853,654,000 10,473,847,903 △ 379,806,097
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税　741,471,532
円）

2,331,011,000 2,328,232,830 △ 2,778,170 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  1,381,678円）

2,020,000 3,847,450 1,827,450 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  26,025円）

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

不　用　額 備　　　　　考
小　　　計

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

合　　　計

円 円 円 円 円 円
12,743,887,000 0 12,743,887,000 12,420,568,247 0 323,318,753

11,609,383,000 0 11,609,383,000 11,325,246,564 0 284,136,436
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 394,832,818
円）

1,110,638,000 0 1,110,638,000 1,091,846,147 0 18,791,853
（うち，消費税及び地方消
費税納付額　110,962,400
円）

3,866,000 0 3,866,000 3,475,536 0 390,464
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 114,613円）

　20,000,000 0 20,000,000 0 0 20,000,000
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計

円

円

（３）過年度分損益勘定留保資金 521,519,523

（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

第1款 資 本 的 収 入

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26条
の規定による繰越額に
係 る 財 源 充 当 額

円 円 円 円

2,067,400,000 763,850,000

4,987,366,000 22,951,000 5,010,317,000 1,485,464,475

第2項 国 庫 補 助 金 1,375,855,000 142,751,000 1,518,606,000 612,705,000

第1項

第3項 出 資 金 1,077,579,000 0 1,077,579,000

企 業 債 2,158,800,000 △ 91,400,000

0

0

第6項 受 益 者 負 担 金 22,282,000 0 22,282,000

第4項 他 会 計 負 担 金 168,725,000 0 168,725,000

0

0

支　　　出

第7項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

円

当初予算額 補正予算額
流 用
増 減 額

小　　　計
地方公営企業法
第26条の規定
による繰越額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

0
円 円 円 円 円

第1款 10,633,297,000 △ 179,495,000 0 10,453,802,000 2,006,985,600

第1項 建 設 改 良 費 5,262,448,000 △ 179,495,000 0 5,082,953,000 2,006,985,600 0

00 0

円

円5,355,317,209

3,603,385,193

企 業 債 償 還 金 5,370,449,000 0 5,370,449,000第2項

（４）当年度分損益勘定留保資金

（２）減債積立金取り崩し額

0 400,000 0

１　決算額において，資本的収入額（翌年度繰越財源充当額 21,775,000 円を除く）が資本的支出額に

△ 28,400,000 155,724,000 108,909,475

円

 不足する額 5,355,317,209 円は，次のとおり補てんした。

（１）当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 261,088,327

第5項

400,000 0 0第3項 その他資本的支出

184,124,000

資 本 的 支 出

工 事 負 担 金

969,324,166
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（５）災害復旧費

未借入企業債

国庫補助金

42,400,000 円

84,898,000 円
当年度分損益勘定留保資金 185,000 円

34,535,300 円当年度分損益勘定留保資金

15,800,000

国庫補助金 81,311,000

169,900,000

既収入特定財源

円

未借入企業債21,775,000 円

円

円

円

工事負担金 108,887,377

当年度分損益勘定留保資金 226,567,223

（４）建設費負担金

未借入企業債

当年度分損益勘定留保資金

国庫補助金

56,400,000

国庫補助金 27,000,000

円

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　　　　　　　考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

合　　　計

5,083,613,416 △ 1,412,168,059
円 円 円 円

　0 6,495,781,475

2,107,100,000 △ 724,150,0002,831,250,0000

0 2,131,311,000 1,664,046,252 △ 467,264,748

0 1,077,579,000 1,037,678,481 △ 39,900,519

△ 4,674,760 　

0 168,725,000 174,025,739 5,300,739 　

△ 181,477,7710

0 22,282,000 17,607,240

0 1,000 0

不　用　額
合　　　計

△ 1,000

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

円

備　　　　　考
合　　　計

円
01,771,219,769

円

1,771,219,769

円 円
 

円
10,417,155,62512,460,787,600

272,011,785

4210

1,771,219,769 272,412,206

7,089,938,600 5,046,707,046 1,771,219,769

236,208,250

5,370,449,000

0

400,000

（１）公共下水道建設費

0

（３）施設改良費

未借入企業債

0

0

400,000

0

（うち，仮払消費税
及び仮払地方消費税
422,233,976円）

円

　の翌年度繰越額 1,771,219,769 円は，次のとおり財源として充当する。

未借入企業債 391,200,000

２　建設改良費(公共下水道建設費，特定環境保全公共下水道建設費，施設改良費，建設費負担金，災害復旧費)

円

 

 

5,370,448,579

円

0

274,056,550

0

83,155,704

円

当年度分損益勘定留保資金 96,069 円

（２）特定環境保全公共下水道建設費

264,633,475

円
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（単位：円）

１

(1) 7,253,512,105

(2) 2,254,789,771

(3) 24,599,750

(4) 160,683,159

(5) 38,791,586 9,732,376,371

２

(1) 526,150,784

(2) 359,556,065

(3) 2,353,384,673

(4) 15,833,511

(5) 25,495,754

(6) 405,007,273

(7) 388,666,168

(8) 375,325,653

(9) 66,024,000

(10) 6,405,470,528

(11) 9,499,337 10,930,413,746

営　業　損　失 1,198,037,375

３

(1) 77,969

(2) 2,311,904,002

(3) 14,930,160 2,326,912,131

４

(1) 980,175,488

(2) 26,668,752 1,006,844,240 1,320,067,891

経　常　利　益 122,030,516

５

(1) 650,671

(2) 1,154,154

(3) 2,016,600 3,821,425

６

(1) 2,683,705
(2) 677,218 3,360,923 460,502

122,491,018

0

969,324,166

1,091,815,184

長期前受金戻入

営 業 外 収 益

過年度損益修正益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

支 払 利 息

２　 令 和 ２ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

営 業 収 益

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

その他特別利益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

受 取 利 息

雑 収 益

資 産 減 耗 費

特 別 損 失

引 当 金 戻 入

雑 支 出

  当 年 度 純 利 益

過年度損益修正損

処 理 場 費

売 電 事 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

営 業 費 用

水 質 規 制 費

その他の営業収益

売 電 事 業 費

  その他未処分利益剰余金変動額

  当年度未処分利益剰余金

  前年度繰越利益剰余金

普 及 指 導 費

流 域 下 水 道 費

業 務 費

総 係 費
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　（注）１．その他未処分利益剰余金変動額 1,180,965,956 円は，組入資本金制度の廃止に伴う減債

　　　　　　積立金の取崩額 である。　　　　　
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資本金

受贈財産評価額
そ   の   他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　　　計

前年度末残高 57,112,353,546 180,876,435 40,432,461 221,308,896

前年度処分額 1,359,594,743 0 0 0

議会の議決による処分額 1,359,594,743 0 0 0

資本金への組入れ 1,359,594,743 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0

58,471,948,289 180,876,435 40,432,461 221,308,896

当年度変動額 1,037,678,481 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 1,037,678,481 0 0 0

受贈財産 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0

59,509,626,770 180,876,435 40,432,461 221,308,896

 （単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

59,509,626,770 221,308,896 1,091,815,184

969,324,166 0 △ 1,091,815,184

資本金への組入れ 969,324,166 0 △ 969,324,166

減債積立金への積立て 0 0 △ 122,491,018

（繰越利益剰余金）

60,478,950,936 221,308,896 0

議会の議決による処分額

 

当年度末残高

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

資本金
資　　本　　剰　　余　　金

４　令 和 ２ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

３   令 和 ２ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

　　　　　　（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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（単位：円）

減債積立金 建設改良積立金
未処分利益
剰   余   金

利益剰余金
合          計

969,324,166 299,669,026 1,670,978,627 2,939,971,819 60,273,634,261

311,383,884 0 △ 1,670,978,627 △ 1,359,594,743 0

311,383,884 0 △ 1,670,978,627 △ 1,359,594,743 0

0 0 △ 1,359,594,743 △ 1,359,594,743 0

311,383,884 0 △ 311,383,884 0 0

（繰越利益剰余金）

1,280,708,050 299,669,026 0 1,580,377,076 60,273,634,261

△ 969,324,166 0 1,091,815,184 122,491,018 1,160,169,499

△ 969,324,166 0 969,324,166 0 0

0 0 0 0 1,037,678,481

0 0 0 0 0

0 0 122,491,018 122,491,018 122,491,018

（当年度未処分利益剰余金）

311,383,884 299,669,026 1,091,815,184 1,702,868,094 61,433,803,760

資本合計利　益　剰　余　金

剰　　余　　金
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（単位：円）

１

(1)　

イ 6,064,885,243

ロ 10,970,992,619

△ 5,916,366,766 5,054,625,853

ハ 236,752,887,693

△ 98,786,983,798 137,965,903,895

ニ 41,038,961,380

△ 26,496,256,228 14,542,705,152

ホ 17,274,042

△ 7,098,378 10,175,664

ヘ 30,599,946

△ 23,081,039 7,518,907

ト 1,783,748,295

165,429,563,009

(2)

イ 1,185,763,418

1,185,763,418

(3)

イ 1,116,000

ロ 147,560

投資その他の資産合計 1,263,560

166,616,589,987

２

(1) 2,627,749,151

(2)   1,260,117,957

△ 45,822,080 1,214,295,877

(3) 248,380,174

(4) 6,723,210

4,097,148,412

170,713,738,399

前 払 金

貸 倒 引 当 金

５    令 和 ２ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（令 和 ３ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　 産　　 の　　 部

土 地

建 物

減価償却累計額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具,器具及び備品

減価償却累計額

流 動 資 産

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

減価償却累計額

未 収 金

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

有形固定資産合計

投資その他の資産

構 築 物

資 産 合 計

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無形固定資産合計

そ の 他 投 資

出 資 金

建 設 仮 勘 定

現 金 預 金
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 40,857,676,586

40,857,676,586

(2)

イ 731,401,705

731,401,705

41,589,078,291

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,387,414,780

5,387,414,780

(2)

イ 673,901,495

ロ 959,291,390

ハ 21,638,800

1,654,831,685

(3)

イ 50,163,323

ロ 9,702,449

59,865,772

(4) 100,622,789

7,202,735,026

５

(1) 113,947,851,918

　 △ 54,114,504,866 59,833,347,052

(2) 654,774,270

60,488,121,322

109,279,934,639

６

(1) 59,509,626,770

59,509,626,770

７

(1)

イ 180,876,435

ロ 40,432,461

221,308,896

(2)

イ 311,383,884

ロ 299,669,026

ハ 1,091,815,184

( 122,491,018)

( 969,324,166)

1,702,868,094

1,924,176,990

61,433,803,760

170,713,738,399

建設仮勘定長期前受金

負 債 資 本 合 計

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金

剰 余 金

建設改良積立金

（うち当年度純利益）

その他資本剰余金

資本剰余金合計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利益剰余金合計

資 本 金

収 益 化 累 計 額

負　　 債　　 の　　 部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

退職給付引当金

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金 合 計

流 動 負 債

その他流動負債

資 本 金

法定福利費引当金

未払消費税及び未払地方消費税

未 払 金

そ の 他 未 払 金

長 期 前 受 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

引 当 金

営 業 未 払 金

賞 与 引 当 金

（うちその他未処分利益剰余金変動額）

資　　 本　　 の　　 部

当年度未処分利益剰余金

資 本 金 合 計
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   建物   １５～５０年 

     構築物  ５０年 

     機械及び装置  ８～２０年 

  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   施設利用権      ２０年 

 

 ２ 引当金の計上方法 

  退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末在籍職員に係る退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。 

  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当

年度の負担に属する額を計上している。 

  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見

込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，原則として，過去３ヶ年の貸倒実績率の平均に基づ

き回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引 

   当年度，新たに受贈した管渠等の評価額は 182,257,267 円である。 
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Ⅲ．貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 413,861,807 円である。 

 

 ２ 引当金の取崩し 

  賞与引当金の取崩し 

令和２年度において，期末手当及び勤勉手当として 46,705,251 円を支給することとなったため，

賞与引当金 46,705,251 円を取り崩した。 

  法定福利費引当金の取崩し 

令和２年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 8,887,338 円を支出する

こととなったため，法定福利費引当金 8,887,338 円を取り崩した。 

  貸倒引当金の取崩し 

令和２年度において，平成２７年度，平成２９年度，平成３０年度下水道使用料並びに令和元

年度に係る受益者負担金等の不納欠損処理のため，貸倒引当金 22,300,826 円を取り崩した。 

 ３ 繰延収益 

   償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等については，長期前受金として繰延収益に計

上した上で減価償却見合い分を順次収益化している。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  18,074,228 円 

   １年超  44,944,054 円 

    計  63,018,282 円 
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